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平成 27 年 5 月 15 日 

各   位 

会 社 名 株 式 会 社 七 十 七 銀 行     

代表者名 取 締 役 頭 取 氏家 照彦     

(コード番号 8341 東証第一部・札証)   

問合せ先 執行役員総合企画部長 小野寺 芳一 

(TEL 022-267-1111) 

 

中期経営計画「ＶＡＬＵＥ ＵＰ ～価値創造への挑戦～」の策定について 

 

 七十七銀行（頭取 氏家 照彦）は、経営環境の変化を踏まえ、地域の価値を高めることを通じて

当行の価値を高めていくことを目指し、平成 27 年度から平成 29 年度までの 3 ヵ年を計画期間と

した中期経営計画「ＶＡＬＵＥ ＵＰ ～価値創造への挑戦～」を策定いたしましたのでお知らせ

します。中期経営計画の概要は、下記のとおりです。 

 

記 

 

１．当行が目指す銀行像 

「地域と共に成長し、地域から最も頼りにされる『価値創造銀行』」 

 

２．名 称 

中期経営計画「ＶＡＬＵＥ ＵＰ ～価値創造への挑戦～」 

 

３．期 間 

3 年間（平成 27 年 4 月～平成 30 年 3 月） 

 

４．基本方針 

（１）震災復興支援の強化 

（２）収益基盤の強化 

（３）地域価値の向上 

（４）ＭＥＪＡＲへの円滑な移行と活用 

 

５．基本目標（計画期間最終年度（平成 29 年度）目標） 

（１）当期純利益                       200 億円以上 

  ※ 当期純利益 200 億円以上を達成すると、ＲＯＥ（当期純利益ベース）は 5％程度となる

見込です。 

（２）貸出金利息増加額［平成 26 年度対比］           15 億円以上 

（３）役務取引等利益                            105 億円以上 

（４）コアＯＨＲ（コア業務粗利益経費率）            65 ％未満 

（５）宮城県内貸出金増加額（末残）［平成 26 年度末対比］   2,500 億円以上 

仙台市内貸出金増加額（末残）［平成 26 年度末対比］   1,500 億円以上 

 



－2(終)－ 

６．10 年後にあるべき当行の姿 

  「地域における新たな価値の創造を通じて、あらゆる環境の変化に対応できる収益基盤を

構築し、地方銀行 10 位以内の規模と収益力を兼ね備えた東北のトップバンク」 

（１）預・貸・預り資産合計    15 兆円程度 

  ～ 預金 8 兆円、貸出金 5 兆円の達成 ～ 

（２）ＲＯＥ（当期純利益ベース） 7％程度 

 

７．その他 

  さらに詳しい内容は別紙をご覧下さい。 

 

以 上 



「ＶＡＬＵＥ「ＶＡＬＵＥ ＵＰＵＰ ～価値創造への挑戦～」～価値創造への挑戦～」
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Ⅰ．中期経営計画「未来への力（ＰＯＷＥＲ）」（24.4～27.3）の成果と反省①

注．「リテール貸出金残高」：地公体等・東名阪・本部勘定を除く貸出金残高

基本目標４項目中３項目を達成しましたが、「コアＯＨＲ」は貸出金利息の減少によるコア業務粗利益の低迷を主因に

未達成となりました。

１．基本目標の実績および評価１．基本目標の実績および評価

－１－

 
ちから

基本目標 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 基本目標比 

リテール貸出金残高 

（平成 26 年度末） 
2兆1,500億円以上 2兆 933 億円 2兆 1,383 億円 2兆 2,613 億円 2兆 4,103 億円

達成 

+2,603 億円 

 
うち、宮城県内リテール 

貸出金残高（平成26年度末）
2 兆円以上 1兆 9,311 億円 1兆 9,699 億円 2兆 863 億円 2兆 2,146 億円

達成 

+2,146 億円 

投資信託・保険・公共債販売額

（中計期間中累計） 
4,500 億円以上 － 1,445 億円 3,299 億円 5,106 億円

達成 

+606 億円 

当期純利益 
毎年度110 億円以上

最終年度130 億円以上
106 億円  121 億円 147 億円 169 億円 各年度全て達成 

コアＯＨＲ 

(コア業務粗利益経費率) 

（平成 26 年度） 

67％未満 67.18％ 68.52％ 68.87％ 71.07％
未達成 

+4.07％ 

 



－２－

Ⅰ．中期経営計画「未来への力（ＰＯＷＥＲ）」（24.4～27.3）の成果と反省②

○人員構成

・宮城県内の貸出金シェアが低下

・総資金利鞘が低下（23年度0.23%→26年度0.13%）

・顧客の課題・ニーズの積極的な掘り起こし

・行内外におけるネットワークの更なる活用

稼ぐ力（収益性） 提案する力今後高める「力（ＰＯＷＥＲ）」

・被災地にある金融機関として金融仲介機能を発揮

・取引先訪問件数が増加（23年度323千件→26年度

675千件）

・店舗・非対面チャネル・営業体制を拡充

・新設店舗：1（北上）、支店昇格：1（長町南）､

リニューアル店舗：6（塩釜、志津川、泉 他）

顧客とのリレーションを構築する力

・取引先の事業再生・経営改善支援体制を強化

・ビジネスマッチングを推進(商談会･ラボツアー等)

・29回の商談会を開催、累計651社が参加

・外部専門機関との連携を強化（ＲＥＶＩＣ等）

・融資・営業担当合計1,000名以上の体制を確立

・本部組織を改正（営業推進部門の再編・事務部門

の強化）

・｢チャネル戦略室｣､｢住宅融資部｣､｢審査企画課｣､

｢ローンサポートセンター｣を新設

・ＢＰＲで1カ店1日あたり平均5時間以上の時間を

創出

・パートタイマー1,000名以上の体制を確立

・外部コンサルティングの活用により経費を約10億円

削減

蓄えた「力（ＰＯＷＥＲ）」（主な成果等）資金ニーズを捉える力 生産性を高める力

課題を解決する力

２．重点施策の実績および評価２．重点施策の実績および評価

 

 21 年 3 月末 
Ａ 

24 年 3 月末 
Ｂ 

27 年 3 月末 
Ｃ 

3 年間の実績 
Ｃ－Ｂ 

6 年間の増減 
Ｃ－Ａ 

総人員数 3,494 名 3,681 名 3,928 名 247 名 434 名

行員 2,846 名 2,912 名 2,797 名 ▲115 名 ▲49 名
 

融資担当 480 名 468 名 583 名 115 名 103 名

 営業担当 307 名 471 名 498 名 27 名 191 名

 パートタイマー 648 名 769 名 1,131 名 362 名 483 名

 

1,081 名

ちから

ちから

ちから

震災復興支援と

地域経済の活性化

融資・コンサル

ティング力の強化

生産性の更なる

向上

金融サービス基盤

の進化

重

点

施

策



○少子高齢化・人口減少の進展

○グローバル化・国内産業の空洞化

Ⅱ．経営環境
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※ 数字は平成26年3月末の預金量（単位：兆円）

東北地域における地方銀行の分布

 
平成 22 年 平成 37 年 増減率 平成 52 年 増減率 

全 国 128,057 120,659 ▲5.8% 107,276 ▲16.2% 

東北地域 9,336 8,191 ▲12.3% 6,863 ▲26.5% 

宮城県 2,348 2,210 ▲5.9% 1,973 ▲16.0% 

仙台市 1,046 1,056 ＋0.9% 989 ▲5.5% 

 

（参考）日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計） （単位：千人）

地方銀行

○貸出需要が見込まれるマーケット

への進出加速による競合の激化

○生き残りをかけた経営統合・広域

連携の進展

○金融緩和による超低金利の継続

（歴史的低金利）

○ネット・流通系銀行の台頭（顧客

志向の変化）

○貯蓄から投資への流れ（個人金融

資産1,600兆円の動向）

○国際金融市場の先行き不透明感

（米国・欧州・アジアの金融政策の

動向等）

－３－

将来的な預金・貸出金の

減少時代の到来

（顧客基盤の縮小）

地域金融機関のあり方が

問われる時代

注．増減率は平成22年対比 （出所）国立社会保障・人口問題研究所

・震災からの復興の進展

（新しいまちづくりの動き）

○二つの潮流 ・ものづくり産業の集積

による産業構造の変化

（トヨタ自動車東日本㈱ 他）

○仙台経済圏における地域開発プロジェクト

の進展

・仙台市地下鉄東西線開業

・仙台空港民営化 他

宮城県

１．経済・社会環境 ２．金融環境

 



Ⅲ．経営課題

地方都市における少子高齢化・人口減少の進展に伴い、宮城県、特に仙台経済圏における金融機関の競合が激化するなかで、
当行は、平成28年1月の共同利用システム「ＭＥＪＡＲ」への移行を実現するとともに、行内外のネットワークの活用やコンサル
ティング機能の発揮による取引先の課題解決を通じて、収益基盤を強化し、東北地域のトップバンクとしてのプレゼンスを高めて
いく必要があります。

現
在
（
分
岐
点
）

「未来への力（ＰＯＷＥＲ）」の成果と反省 経営環境の変化
成長・発展

過

去

未 来

稼ぐ力（収益性） 提案する力

資金ニーズを捉える力

顧客とのリレーションを

構築する力

生産性を高める力

課題を解決する力

地域開発プロジェクト

の進展
国内産業の空洞化

少子高齢化・

人口減少社会

限りある経営資源【人・物・金・時間】の成長分野への投入（選択と集中）

－４－

健全性の維持・向上

競合先との差別化

地域の成長・発展
（地方創生）

行内コミュニケーションの
活発化

収益力の強化 ＭＥＪＡＲへの移行
と効果的な活用

震災復興の加速化人材の育成と
モチベーションアップ

経営課題経営課題

 

二つの潮流

・震災復興

・産業構造の変化

ちから



・ ＶＩＴＡＬＩＴＹ（生き生き）

・ ＡＣＴＩＶＩＴＹ（行動）

・ ＬＯＷ－ＣＯＳＴ（生産性の向上）

・ ＵＴＩＬＩＴＹ（役に立つ・貢献）

・ ＥＦＦＯＲＴ（努力）

Ⅳ．中期経営計画「ＶＡＬＵＥ ＵＰ ～価値創造への挑戦～」の概要

■ 当行が目指す銀行像

「地域と共に成⻑し、地域から最も頼りにされる『価値創造銀⾏』」「地域と共に成⻑し、地域から最も頼りにされる「地域と共に成⻑し、地域から最も頼りにされる『『価値創造銀⾏価値創造銀⾏』』」」

■ 名 称

中 期 経 営 計 画 「ＶＡＬＵＥ ＵＰ 〜価値創造への挑戦〜」中中 期期 経経 営営 計計 画画 「ＶＡＬＵＥ「ＶＡＬＵＥ ＵＰＵＰ 〜価値創造への挑戦〜」〜価値創造への挑戦〜」

■ 期 間

３年間３年間 【【平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日】】

私たちは、変化を恐れることなく、生き生きと

行動し、生産性をより一層向上させるとともに、

地域の発展に貢献できるよう、努力を積み重ね、

新たな価値の創造に挑戦します。

■ 基本方針

１．震災復興支援の強化（復興の加速化を後押しします）

２．収益基盤の強化（低収益体質からの脱却を図ります）

３．地域価値の向上（地域の価値を高め、当行の価値を高めます）

４．ＭＥＪＡＲへの円滑な移行と活用（円滑な移行を実現し、効果的な活用に取り組みます）

－５－

 

役職員一人ひとりの行動規範役職員一人ひとりの行動規範



Ⅴ．基本目標

稼
ぐ
力

提
案
す
る
力

収益性の向上

効率性の追求

地域シェアの拡⼤

・当期純利益（※） ２００億円以上

・貸出金利息増加額［平成26年度対比］ １５億円以上

・役務取引等利益 １０５億円以上

・コアＯＨＲ（コア業務粗利益経費率） ６５％未満

・宮城県内貸出金増加額（末残）［平成26年度末対比］ ２,５００億円以上

仙台市内貸出金増加額（末残）［平成26年度末対比］ １,５００億円以上

計画期間最終年度（平成29年度）目標

－６－

※ 当期純利益200億円以上を達成すると、ＲＯＥ（当期純利益ベース）は5％程度となる見込です

 

平成 29 年度目標

200 億円以上

470 億円以上

105 億円以上

65％未満

3 兆 1,700 億円

（参考）5％程度

－

 

 平成 16 年度 

（10 年前） 

平成 20 年度 

（6年前） 

平成 23 年度 

（3年前） 
平成 26 年度 

当期純利益 89 億円 77 億円 106 億円 169 億円

貸出金利息 549 億円 641 億円 527 億円 454 億円

役務取引等利益 104 億円 93 億円 95 億円 103 億円

コアＯＨＲ 66.20％ 66.49％ 67.18％ 71.07％

宮城県内貸出金残高 2 兆 4,257 億円 2 兆 5,961 億円 2兆 6,575 億円 2兆 9,177 億円

（参考）ＲＯＥ 2.71％ 2.44％ 3.51％ 4.00％

（参考）株式時価総額 2,978 億円 1,867 億円 1,399 億円 2,606 億円

 



Ⅵ．１０年後にあるべき当行の姿（長期ビジョン）

「地域における新たな価値の創造を通じて、あらゆる環境の変化に対応できる

収益基盤を構築し、地方銀行１０位以内の規模と収益力を兼ね備えた東北の

トップバンク」

「地域における新たな価値の創造を通じて、あらゆる環境の変化に対応できる

収益基盤を構築し、地方銀行１０位以内の規模と収益力を兼ね備えた東北の

トップバンク」

１．預・貸・預り資産合計 １５兆円程度 （平成27年3月末：１２．８兆円）

～ 預金８兆円、貸出金５兆円の達成 ～

２．ＲＯＥ（当期純利益ベース）７％程度 （平成26年度：４．０％）

－７－

（参考）地方銀行64行の中における当行の位置付け（平成26年9月期中間決算）

・ 預金（譲渡性預金を含む）：第６位（7兆4,913億円）

・ 貸出金：第12位（4兆609億円）

・ 純資産：第12位（4,129億円）

・ コア業務純益：第17位（115億88百万円）

 



Ⅶ．重点施策

１．震災復興支援の強化

（１）リスクマネーの積極的な供給

（２）事業再生支援および経営改善支援の強化

（３）地域の復興と発展への貢献

２．収益基盤の強化（低収益体質からの脱却）

（１）資金利益および役務取引等利益の増強

（２）事業領域の拡大による収益源泉の多様化

（３）生産性の更なる追求

３．地域価値の向上

（１）地域における確固たるプレゼンスの発揮

（２）七十七ブランドの向上（他行との差別化）

４．ＭＥＪＡＲへの円滑な移行と活用

（１）ＭＥＪＡＲへの円滑な移行の実現

（２）ＭＥＪＡＲの効果的な活用

・ステージに応じた震災復興支援策を着実に実施し、地域の

復興を後押しします（⇒参考３を参照）

・創業支援や成長産業の育成など「地方創生」に向けた取組

みを通じて、地域経済の持続的な成長・発展に貢献します

・中小企業向け貸出や無担保ローンの増強に取り組みます

・有価証券ポートフォリオを見直し、市場における資金運用

力を強化します

・新たな事業領域に経営資源を投入し、収益源泉の多様化を

図ります

・本部業務・融資業務等のＢＰＲを推進します

・地域における確固たる顧客基盤の構築を図ります

・情報・ネットワークを駆使し、顧客のニーズ・課題に即した

提案型営業を実践します

・店舗・ＡＴＭ網、非対面チャネルや海外ネットワークの拡充

に取り組み、顧客利便性の向上を図ります

・ステークホルダーとのＷＩＮ－ＷＩＮの関係の構築を目指し

ます

・銀行・グループ一丸となって平成28年1月4日の円滑なＭＥＪ

ＡＲ移行を実現します

・ＭＥＪＡＲ参加行と連携のうえ、お客様に対する高品質かつ

先進的な金融商品・サービスの提供に取り組みます

－８－

 

ポイント

ポイント

ポイント
ポイント



［参考１］計数計画（計数計画は年度毎に策定・見直し）

－９－

 

１．主要勘定平残
（単位：億円、％）

26年度実績 27年度計画 28年度予想 29年度予想

増加率

貸出金 40,545 41,175 42,505 43,970 3,425 8.4

24,852 25,410 26,260 27,100 2,248 9.0

8,332 8,635 8,915 9,270 938 11.2

実質預金＋譲渡性預金（注） 75,389 73,220 72,200 71,590 ▲3,799 ▲5.0

45,075 45,770 46,450 47,080 2,005 4.4

２．末残等
（単位：億円、％）

26年度実績 27年度計画 28年度予想 29年度予想

増加率

貸出金 42,277 41,930 43,750 45,510 3,233 7.6

うち宮城県内貸出金残高 29,177 28,800 30,300 31,700 2,523 8.6

実質預金＋譲渡性預金（注） 78,510 73,210 72,590 71,950 ▲6,560 ▲8.3

投資信託・保険販売額 917 740 960 1,000 83 9.0

投資信託・保険残高 3,561 3,845 4,305 4,850 1,289 36.1

注．「実質預金＋譲渡性預金」については、震災復興の進展に伴う公金預金の流出を主因として、減少を見込んでおります。

３．損益等
（単位：億円、％）

26年度実績 27年度計画 28年度予想 29年度予想

803 790 801 831

うち資金利益 702 695 711 745

454 441 450 471

うち役務取引等利益 103 99 102 106

571 628 550 540

232 162 251 291

コアＯＨＲ 71.0 79.5 68.6 64.9

自己資本比率（国内基準） 12.2 12.2 12.2 12.3

26年度比増加額

26年度比増加額

うち事業性貸出金

うち個人預金

うち消費者ローン

26年度比増加額

コア業務粗利益

うち貸出金利息

経費

コア業務純益

28

43

17

0.1

3

▲31

59

▲6.1



［参考２］中期経営計画の位置付け

－10－

 

 

 

１０年後にあるべき当行の姿 

 

｢地域における新たな価値の創造

を通じて、あらゆる環境の変化

に対応できる収益基盤を構築

し、地方銀行１０位以内の規模

と収益力を兼ね備えた東北の

トップバンク｣ 

１．預・貸・預り資産合計： 

１５兆円程度 

２．ＲＯＥ：７％程度 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

                                                 （単位：億円） 
年 度 21 22 23 24 25 26 27 28 29 ･･･ 

当期純利益 116 ▲ 306 106 121 147 169 200 以上 ･･･ 

貸出金利息 601 561 527 493 467 454 441 450 471 ･･･ 

役務取引等利益 97 92 95 98 102 103

 

99 102 106 ･･･ 

 

 

 
 

「ＳＳＳ
ﾄﾘﾌﾟﾙｴｽ

向上プラン」

（21.4.1～24.3.31） 

 

１．営業力の強化 

２．生産性の向上 

３．ステークホルダー 

に対する貢献 

「未来への 力
ちから

」 

（24.4.1～27.3.31） 
 

１．震災復興支援と 

地域経済の活性化 

２．融資・コンサル 

ティング力の強化 

３．生産性の更なる 

向上 

ＶＡＬＵＥ ＵＰ 

～価値創造への挑戦～ 

（27.4.1～30.3.31） 
 

１．震災復興支援の強化 

２．収益基盤の強化 

３．地域価値の向上 

４．ＭＥＪＡＲへの円滑な移行と

活用 

 

・渉外人員の増員 
・中小企業向け貸出、 
投信・保険の増強 

・営業店ＢＰＲ 

ＭＥＪＡＲ移行 

（28/1） 

東日本大震災 

（23/3） 

二つの潮流 
・震災復興 
・産業構造の変化 

少子高齢化・ 
人口減少社会 
 
国内産業の空洞化 

創業140周年 

（30/12） 

・顧客とのリレーションを構築する力 

・課題を解決する力 

・資金ニーズを捉える力 

・生産性を高める力 

蓄えた「力
ちから

」 

 

 

・稼ぐ力（収益性）

・提案する力 

今後高める「力
ちから

」

仙台経済圏に 
○＋ おける地域開発 

プロジェクト 

中期経営計画 

理
想
の
実
現
に
挑
戦

低収益体質からの

脱却（攻めの経営） 長期ビジョンの実現へ 

預金・貸出金の 
減少時代の到来 
 
地域金融機関の 
あり方が問われる 
時代 

 長期ビジョン 



前中期経営計画と公的資⾦導⼊時に策定した経営強化計画における震災復興⽀援策の実績等を踏まえ
新中期経営計画において、震災復興⽀援を⼀層強化（PDCAサイクルの実践）

再⽣期
H26年度
〜

H29年度

発展期
H30年度
〜

H32年度

復旧期
Ｈ23年度
〜

H25年度

■復興ニーズの把握と復興⽀援 ■⾦融仲介機能の発揮 ■地域の復興に向けた取組み
・取引先訪問運動の実施 ・震災関連貸出、貸出条件変更への対応 ・ビジネスマッチングの推進
・店舗網の復旧、ATMの再開 ・⼆重債務問題への対応（債権買取機関の活⽤等） ・各種復興プロジェクトへの参画

■復興に取組む⼈材の育成
・審査部に常駐する外部専⾨家との帯同訪問等

経営強化計画
平成23年10⽉〜平成27年3⽉末

前中期経営計画
未来への⼒（ＰＯＷＥＲ）
平成24年4⽉〜平成27年3⽉末

震災復興⽀援の強化（復興の加速化を後押しする）→ 中期経営計画における基本⽅針の最も重要な施策
【具体的施策の⼀例】
■常駐型審査の実施 ■REVICとの⼈材交流による経営改善⽀援の強化 ■クラウドファンディングの活⽤
■地域開発プロジェクトへの積極的な関与 ■震災復興・地⽅創⽣にかかる本部専担者の配置

中期経営計画「ＶＡＬＵＥＵＰ〜価値創造への挑戦〜」
平成27年4⽉〜平成30年3⽉末

宮城県震災
復興計画

深
化
・
展
開

・復興⽀援策の継続・発展
・ステージに応じた復興⽀援施策

（駅舎の再建・かさ上げ⼯事の様⼦） （防災集団移転促進事業）

〜活⼒に満ち、豊かで優しさにあふれる宮城、東北を取り戻すために〜
１．⾦融仲介機能の発揮
２．地域の復興と更なる発展への貢献
３．防災・安全、環境配慮型社会への対応

復興⽀援⽅針（平成23年12⽉公表）

地域の復興および地域経済の活性化

実
現

［参考３］今後の震災復興支援施策①
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これまでの施策 実 績 課 題 今後の施策

・取引先訪問運動の実施 ・訪問件数（実績）
23年度：323千件
24年度：488千件
25年度：607千件
26年度：675千件

・良質なリレーションの構築
・訪問頻度の向上（増加）
・効果的な訪問の実施
（融資実績等の積上げ）

・取引先訪問運動の実施（継続)
（質を重視した訪問の実施
および事業性貸出先への
訪問を必須化等）

・出張審査の実施 ・出張審査訪問店数（実績）
24年3⽉迄：746件
24年度：945件
25年度：973件
26年度：851件

・地域による復興の進捗状況の
違い

・より機動的な対応の必要性

・出張審査の実施（継続）

・常駐型審査の実施

・全店復旧済（元位置近隣への
移転、店舗内店舗等）

・全CSコーナー（ATM）再開

・店舗内店舗の対応検討
・復興まちづくりの状況を勘案
した⽴地条件の検討

・復興状況を勘案した店舗網の
検討

・本部渉外による
取引先訪問、相談の受付

・営業⽀援部隊による営業店
⽀援の実施

・地域開発部による本部渉外

・復興のステージの変化による
案件内容の複雑化

・REVICとの⼈材交流による
経営改善⽀援の強化

・本部⾏員の臨時勤務等による
⾯的な融資渉外活動の実施

・特定法⼈(県内⼤⼝与信先)へ
のアプローチ強化、⽀援拡充

・情報営業の強化（⾏内情報の
活⽤強化）

ＮＥＷ

・営業体制（店舗・ATM）の
復旧

ＮＥＷ

［参考３］今後の震災復興支援施策②

－12－

 



これまでの施策 実 績 課 題 今後の施策

・資⾦供給⼿段の多様化

・ABLの活⽤
（動産評価アドバイザー資格
保有者17名）

・復興私募債の活⽤
・各種補助⾦つなぎ資⾦

・担保の多様化（ABL）
・取引先への情報提供強化

・資⾦供給⼿段の多様化（継続）
・各種補助⾦にかかる情報提供
申請⽀援（つなぎ資⾦対応）

・貸出条件変更への対応
・復興関連貸出⾦の推進
・本部による⽀援強化等

・震災関連貸出実績：
19,981件/4,982億円

・貸出条件変更契約締結先数：
3,748先

・出張審査の実施等
（実績は27年3⽉末時点）

・復興関連貸出⾦の推進（継続）
・約定返済⼀時停⽌先等への
新規融資

・貸出条件変更への対応（継続）

・復興のステージの変化
（防災集団移転促進事業の
進展等）

・創業⽀援ニーズへの対応強化
・事業承継ニーズへの対応強化

・REVICファンド等の活⽤による
リスクマネー供給を通じた地域
経済活性化

・成⻑分野への取組強化（商品拡
充、同業間の交流促進、医療・
介護分野への取組強化）

・創業⽀援にかかるネットワーク
の活⽤（⽇本政策⾦融公庫、
ＭＡＫＯＴＯ等）

・事業承継（Ｍ＆Ａ対応等）専担
チームの設置

・⼆重債務問題の解決
・事業再⽣⽀援強化
・外部機関との連携

・債権買取機関等の活⽤
東⽇本機構：150件
産業復興機構：69件
私的整理GL同意：192件

（27年3⽉末時点）
・経営改善⽀援対象先約2,700先
のうち294先がランクアップ

（26年度）
・外部専⾨家等との連携：計32先

（27年3⽉末）

・債権買取機関活⽤⾒込先の
掘り起こし

・⽀援先のフォローアップ強化
・案件内容の⾼度化・複雑化
・連携外部専⾨家の積極的な活⽤

・⼆重債務問題の解決（継続）
・事業再⽣⽀援強化（継続）
・審査部に常駐する外部専⾨家
と連携した⼆重債務問題への
取組み

・債権買取機関活⽤先の業況改善
⽀援の検討

・クラウドファンディングの検討
（ミュージックセキュリティーズ
との提携）

ＮＥＷ

ＮＥＷ

［参考３］今後の震災復興支援施策③
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これまでの施策 実 績 課 題 今後の施策

・各種セミナー開催による
情報提供

・各種セミナー開催
・取引先の希望する題材に合わせた
講師の派遣

・復興に貢献する企業・⼈材の
裾野拡⼤

・各種セミナー開催による
情報提供（継続）

・各種プロジェクトへの参画
・有識者会議への⼈材派遣

・各種有識者会議への参加
（復興⾦融ネットワーク等）

・有効な情報収集の強化
・各種プロジェクトへの参画
・有識者会議への⼈材派遣(継続)

・取引先とのリレーション強化
による最適なソリューション
の提供

・取引先訪問運動の実施による
リレーションの強化

・本部渉外によるソリューション
の提案

・地域開発部による情報営業実施
・アジアビジネス⽀援室による
海外ビジネス⽀援

・復興のステージに応じた最適な
提案

・地域開発案件への積極的な関与
・県内における産業構造の変化

・地域開発プロジェクトにかかる
積極的な関与（仙台空港⺠営化、
プロジェクトファイナンス案件
組成等）

・共同利⽤システム「MEJAR」
参加⾏のネットワーク活⽤

・被災企業の事業拡⼤に対応する
海外ネットワークの拡充

・PPP・PFI等に対する本部横断
的な渉外活動の実施

・宮城県への進出企業に対する
⾯的アプローチの継続

・「地域再⽣・活性化ネットワー
ク」の活⽤

・ビジネスマッチングの推進 ・各種商談会の開催
・被災企業に対する個別商談機会
の提供

・復興⽀援サイトの設置、
復興⽀援カタログの作成

・東北⼤学ラボツアーの開催

・取引先の販路回復・拡⼤
・取引先に対する効果的な本業
⽀援の実施

・ものづくり企業への技術⼒向上
への⽀援 ・有料ビジネスマッチング提携先

の拡充
・地域別取引先セミナー・懇親会
の開催

・ビジネスマッチングの推進
（継続）
・個別マッチングの実施

・震災復興・地域開発・地⽅創⽣
等にかかる本部専担者の配置

ＮＥＷ

ＮＥＷ

ＮＥＷ

［参考３］今後の震災復興支援施策④
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・営業店におけるOJT推進
・本部渉外⼈員を活⽤した
OJT⽀援

・⾦融円滑化、コンサルティング
機能発揮に向けた取組みを評価
する制度の導⼊

これまでの施策 実 績 課 題 今後の施策

・営業店におけるOJT実施
・本部渉外⼈員との帯同訪問
の実施

・審査部常駐の外部専⾨家との
帯同訪問の実施

・出張審査の実施
・⾏内私塾「セブン塾」の開催
・審査部による「個⼈重点指導」
の実施

・各種研修会の開催
・⾏員向け休⽇セミナーの開催

・⾏員の質的向上（⽬利き⼒）
・復興に取り組む⼈材（融資・
営業⼈員）の増員

・より⾼度なノウハウの吸収

・REVICとの⼈材交流による
ノウハウの吸収

・融資BPRの推進
（融資決裁事務の効率化、
店⻑権限の⾒直し（拡⼤））

・業績表彰制度への反映
（債権買取機関の活⽤評価、
私的整理ガイドライン活⽤先
への住宅ローン実⾏を評価等)

・復興のステージに応じた表彰
項⽬の選定

・⾦融円滑化、コンサルティング
機能発揮に向けた取組みを評価

（継続）

・営業店におけるOJT推進
（継続）
・審査部に常駐する外部専⾨家の
ノウハウの吸収・活⽤

・⼥性・若⼿⾏員の融資・営業G
への積極的な配置

・本部渉外⼈員を活⽤したOJT
⽀援（継続）

・「休⽇セミナー」等の拡充、
テレビ会議システムを活⽤した
研修コンテンツの配信

ＮＥＷ

［参考３］今後の震災復興支援施策⑤

－15－

 



［参考４］ＭＥＪＡＲ移行の効果  

－16－

※預金・貸出金残高

は 26 年 9月末 

非対面チャネルの機能拡充 

○ＡＴＭ 

・硬貨入出金機能 

・通帳繰越機能  等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○インターネットバンキング 

・機能拡充を通じた個人・法人の 

利便性向上、および若年層顧客の

囲い込み 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期安定稼働に資する 

システムの確保および 

システム経費の抑制 

顧客ニーズの喚起・発掘

および事務効率化に

よる営業力の創出 

お客様への魅力ある 

新商品・新サービスの 

スピーディーな提供 

 

 

ＭＥＪＡＲ 
Most Efficient Joint Advanced Regional 

banking-system 

（最も効率的な先進的地方銀行共同システム）

当 行
預 金：7.5 兆円

貸出金：4.1 兆円

北 陸
預 金：5.9 兆円

貸出金：4.3 兆円

北 海 道
預 金：4.6 兆円

貸出金：3.2 兆円

横 浜
預 金：11.6兆円

貸出金： 9.7兆円

高度化へ 

の対応 

効率化の 

推進 

ＩＴ投資 

の適正化 

共同化の 

範囲拡大 

ノウハウの

共有 

各チャネル（窓口･ＡＴＭ･インター 

ネットバンキング等）の連携 

・ＯＮＥ－ＴＯ－ＯＮＥ提案 

顧客属性等を踏まえた提案機能の強化 

・マーケティング機能の強化 

ダイレクトチャネルによる最適な商品

案内や勧誘メッセージの提示等 

 

ＢＰＲの促進 
 

・融資業務支援システムの導入による 

融資稟議フローの電子化 

・集中事務の拡大 

 

ほくほくＦＧ

ダイレクトチャネルの

機能拡充によるお客様

の利便性の向上 

  



 

本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を

保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を保証するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を

有しておりますのでご留意ください。有しておりますのでご留意ください。

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社七十七銀行 総合企画部

TEL ０２２－２６７－１１１１

企 画 課（内線：３０１０・３０１１）

広報・関連事業課（内線：３０２０・３０２１）

インターネット・ホームページ・アドレス

http：//www.77bank.co.jp/

＜本件に関するお問い合わせ先＞

株式会社七十七銀行 総合企画部

TEL ０２２－２６７－１１１１

企 画 課（内線：３０１０・３０１１）

広報・関連事業課（内線：３０２０・３０２１）

インターネット・ホームページ・アドレス

http：//www.77bank.co.jp/
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